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１．はじめに 

 

多くの開発途上国では、今後もモータリゼーションが

進展し、それに伴い CO2 排出量も急激に増加すると予

想されている。IEA が推計する CO2 排出量のベースラ

インケースでは、OECD 諸国で、2005 年から 2050 年ま

での間に約 1.6 倍程度増加するのに対して、開発途上国

では 2005 年の約 2 G-ton から 2050 年には、約 10 G-ton

へと 5 倍になると試算されている。そこで、開発途上国

において、CO2 排出量が尐ない交通システムを、発展の

初期段階から導入し、低炭素交通システムを早期に実現

する必要性が強く認識されている。 

これに対して、国連気候変動枠組条約機構（以下、

UNFCCC）の会合の場では、2013 年以降のポスト京都

議定書において、現在、非附属書Ⅰ国に分類されている

開発途上国に対しても部門別に排出削減目標を設定し、

削減に向けた取り組みを加速させようという議論がなさ

れており、運輸部門も対象部門の一つとして議論が進め

られてきた。 

しかし、多くの途上国は、現状でも交通インフラの整

備などを先進国からの政府開発援助（以下、ODA）に

頼っているのが現状であり、自国の努力だけで CO2 排

出量の削減に資する交通システムの整備などを推進する

ことは難く、排出削減目標を受け入れることは出来ない

のが現実である。 

このような状況の下で、これまで個別の交通システム 
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の整備、運営に適用が検討されてきたクリーン開発メカ

ニズム（以下、CDM）をより拡張し、適用していく考

え方に加え、国レベルの適切な緩和行動（Nationally 

Appropriate Mitigation Actions；以下、NAMAs）の考え方

などの支援制度が提案され、実施に向けた取り組みが進

めされている。 

本稿では、これらの開発途上国を対象に検討されてい

る温室効果ガス削減に向けた支援制度の議論の下での低

炭素交通システム実現への取り組みの現状と課題を整理

するとともに、今後の在り方について検討を行う。 

なお、本稿は、環境省地球環境研究総合推進費「低炭

素交通システムの実現方策に関する研究」の一部として

まとめたものである。 

 

２．運輸部門におけるCDMの現状と課題 

 

（１）CDMの概要 

CDM は、京都議定書に下で GHG 排出削減義務（目

標）を負っている附属書Ⅰ国が、国内で削減を達成でき

ない場合の緩和措置として準備された京都メカニズムの

一つである。排出量取引、共同実施が附属書Ⅰ国間での

排出枠の取引を可能とする制度であるのに対して、

CDM は附属書Ⅰ国と排出削減目標を持たない非附属書

Ⅰ国の間での排出量の取引を可能としている。この点で

CDM は、開発途上国における排出削減の取り組みを支

援する実質、唯一の制度となっている。 

CDM は、排出削減目標を持たない開発途上国におけ

る削減事業を対象とするため削減量を事業毎に算定する

必要がある。そのため事業化に当たっては、削減量を推

計する方法論を選定し、それに基づいてプロジェクト設

計書（Project Design Document; 以下、PDD）を提出し、

UNFCCC の CDM 理事会の承認を受ける必要がある。

当然、利用できる方法論がない場合は新たに方法論を開

発し、承認を受ける必要がある。 

（２）運輸部門におけるCDMの現状 

現在、運輸部門で承認を受けている CDM 事業は、表

－１に示す通り、コロンビア、ボゴタ市を対象とする

BRT バス導入事業と小規模 CDM（年間削減量が 6 万ｔ

以内）であるインド、ニューデリーの地下鉄に回生ブレ



ーキ付き車両を導入するプロジェクトとコロンビア、メ

デリン市におけるケーブルカーの導入計画の 3 件しかな

い。全部門での CDM 事業の承認件数 2189 件（2010 年

5 月 7 日）に比較して、運輸部門での承認件数は非常に

尐ない。この理由の一つとして将来の交通需要が確定的

でなく推計に不確実性が含まれるため方法論を作成する

のが難しいことが挙げられる。現在、承認されている方

法論は、表－2 に示す通り、CDM で 2 件、小規模CDM

で 5 件の合計 7 件である。この中で、AM0031、AMS 

III-T、 AMS III-U、 AMS III-AAは特定のプロジェクト

を想定しているので、ある程度汎用性があるのは

ACM0016、AMS III-C、 AMS III-Sの３つの方法論しか

ない。 

 次に、運輸部門おける CDM 実施可能性の検討調査の

結果に基づいて、CO2 排出削減可能量について見ると。

表－3 は、主に筆者らが関係した調査において試算した

CO2 排出削減量と承認されたプロジェクトにおける排出

削減量を示したものである。これを見ると、排出削減量

は年間 3,582 ｔ～312,440 ｔで、削減割合はバンコク都

全体の最大でも 2％以下で、他の部門の CDM 事業と比

較して総量、削減割合とも非常に小さい。また、削減量

をクレジットとしてトン当たり 2,000 円で売買した場合

の収益は、バンコクの地下鉄（ブルーライン）の延伸の

場合のような大規模なプロジェクトの場合でも 6.25 億

円で、21 年間クレジットを得たとしても全体の費用の

8％程度にしかならない。 

 

（３）運輸部門におけるCDMの課題 

上記の整理から明らかなことは、運輸事業における

CDM の殆どが都市交通を対象としており、事業による

CO2 排出量削減は、化石燃料を使用する道路交通の総走

行台キロを何らかの形で減らすことによって達成される

ので、単独の事業では削減できる量に限界があり、期待

される削減量は極めて尐なくなる。一方で、方法論とし

ては限定的な事業ほど削減量の計算方法が示しやすく、

逆に総合的な交通システムの構築のような事業は、示し

にくいため対象とすることが殆ど不可能である。 

以上のことから、今後も CDM を継続していく場合、

必要となる検討事項は下記の通りである。 

① ODA との連携：CDM が限定的であることから

ODA で実施する事業において、付加的に実施すること

でより効率的に CO2削減につながる事業を CDM として

実施する方法を検討する。ニューデリーの地下鉄におけ

る回生ブレーキ車両の導入の小規模 CDM 事業は、地下

鉄本体の建設に旧 JBIC の円借が利用されており、ODA

と連携している例である。他にも地下鉄駅におけるスク

リーンドアの設置による冷房の効率化や鉄道駅における

P&R 施設の建設による自動車から鉄道利用への転換の

促進などがこのような例として考えられる。ただし、削

減できるCO2は非常に小さい。 

表－1 運輸部門で承認されているCDM事業 

 
表－2 承認されているCDM 方法論 

 

表－3 運輸部門におけるCDM事業の可能性 

 

② 対象、規模の拡大：都市あるいは地域の交通シ 

ステム全体を対象とする CO2 削減に向けた取り組みを

CDM とする方法として、個別の事業をバンドリング

（統合）する方法とプログラム CDM（以下、PoA）と

してまとめる方法が考えられている。前者は個別に承認

を得る等の手続きの煩雑さや認定期間の問題があるのに

対して、後者は一つのプログラムとして承認を得ること

ができ、新たに開始する事業を追加することが出来るの

でより現実的な方法であると考えられている。この場合

は、まず方法論が承認されているものでないと実施でき

ないが、方法論が準備できれば、一定程度の交通政策を

対象にすることができ、低炭素交通システムの実現に向

けて利用可能であるとあると考えられる。 

さらに、対象を事業から部門全体に拡大するセクトラ

ル CDM などのセクトラル・クレディティング・メカニ

ズム（以下、SCM）の考え方も検討されている。ただ

し、ベースラインの設定が困難であり、追加性は煩雑に

なるなど方法論の開発に関連する問題は依然として残さ

れる。 

③ 方法論の簡素化：上記①、②を進める上でも、各

事業に対応した方法論を準備しておく必要がある。しか

し、現状では、CDM 方法論に厳密さが求められており、

運輸部門を対象とする方法論自体の承認を得ることが非

常に困難となっている。この問題の根源は、キャップア

ンドトレイドを前提とする京都議定書の体制の中で、



CDM がベースラインクレジットを前提としていること

にあり、この点からの解決策は開発途上国が削減目標を

受け入れることによって、CDM をキャップアンドトレ

イドの枠組みの中に入れてしまうことである。ただ、前

述の通り現状では、開発途上国が削減目標を受け入れる

ことは非常に難しいことから、現状の枠組みの中で方法

論の承認手続きを簡便にするなどの措置を検討する必要

がある。特に運輸部門の場合は、需要推計方法自体やリ

バウンド効果（開発・誘発交通）の取り扱いやモニタリ

ングにおけるサンプル数の設置方法などに関して標準的

な方法を定めることで方法論の開発を容易にできると考

えられる。 

④ コベネフィットを含めた評価、インセンティブの

付与：開発途上国の立場で見れば、交通システムの整備

は基本的な交通サービスの提供や交通渋滞の緩和、沿道

大気汚染の削減が主要な目的であり、CO2 排出削減は副

次的な目的となる場合が多い。実際、便益としても見て

も CO2 排出削減効果は大きくないことは前述の通りで

ある。「持続可能な開発の達成支援」は、CDM の目的

の一つであり、現在の CDM でもCO2排出削減以外の効

果を定量的あるいは定性的に記述することは出来るが、

インセンティブが付与される仕組みとはなっていない。

そこで、コベネフィットを定量的に計測して、事業支援

の判断とすることが検討されて、他分野ではコベネフィ

ット型 CDM 事業等の取り組みが始まっている。運輸部

門の場合、議論の一つは、ブラックカーボンのように沿

道大気汚染物質であっても地球温暖化に大きな影響を与

える沿道大気汚染物質を含める必要があるというもので

ある。もう一つは、広く関連する便益を計測して、事業

化の必要性を判断する指標とすることを検討しようとい

うものである。 

なお、コベネフィットに対するインセンティブの付与

は、後述する通りNAMAs と連動して考えられている。 

 

３．新たな支援の枠組みの現状と課題 

 

前述の通り、開発途上国が排出削減目標を特定の部門

においても受け入れることが難しい中で、持続可能な開

発のための政策と措置（the implementation of sustainable

 development policies and measures ；以下、SD-PAM）

のようなクレジットに依らない持続可能な発展を支援す

る様々な制度が議論されてきた。また、国によっては独

自の環境政策を目標として掲げている。 

クレジットメカニズムであるCDMを含めて、これら

の多くの制度を包括的に含む新たな支援制度としてNA

MAsが、2007年にUNFCCC第13回締約国会合(COP13)で

採択された「バリ行動計画」で提案され、将来的に実施

していくことが合意された。 

（１） NAMAsの概要 

NAMAsは、開発途上国が独自に温室効果ガス削減の

取り組みを測定・報告・検証可能な（以下、MRV）形

で実施し、それに対して先進国や国際機関が拠出する資

金から援助するものである。 

開発途上国の置かれた状況は様々であるので、各国で

独自にガイドラインを設定して実施することを可能とす

るNAMAsは、受け入れやすい制度と考えられており、

既に2010年4月8日の時点で151の開発途上国の内36カ国

がNAMAsを作成し、UNFCCCに提出している。 

NAMAsには、包括的な支援の制度であるため、これ

まで実施、提案されてきた下記に示すような殆どの制度

などが含まれると理解することが出来る。 

・CDM、PoA、SCM を含むマーケットベースでの緩

和行動 

・SD-PAMs 

・国別低炭素発展計画及び政策 

・国別セクター別緩和行動と基準 

前述の通りNAMAs は包括的な制度であるため、様々

な支援制度が含まれるが、大きく分けて以下の 3 つのタ

イプに分けられるとされている。 

① 独自 NAMAs（Unilateral NAMAs）：開発途上国

が援助を受けずに実施する自立した緩和行動。実施に大

きな費用が掛らず、場合によっては税収などの大きな収

入が見込めるような行動である。 

② 支援 NAMAs （Supported NAMAs）：先進諸国

からの直接資金、技術、キャパシティビルディングなど

の援助を得て実施する緩和行動。 

③ クレジット創出 NAMAs （Credit-Generating 

NAMAs）：合意されてベースラインより削減した場合

にクレジットとする緩和行動。現在、追加性等の理由で

CDM に含めることが出来ないような緩和行動が対象と

なると想定される。 

 

（２） 運輸部門におけるNAMAs 

現在、NAMAs を作成している 36 カ国の内、21 国が

何らかの形で運輸部門を対象として含んでいる。

NAMAs は、個別の事業だけではなく政策を含むあらゆ

る緩和措置を対象とすることができるため、表－4 にま

とめた様々な取り組みがこの制度の下で実施されること

が期待されている。具体的には、これまで CDM では対

象とすることが難しかった、規制や経済施策、土地利用

計画や交通需要マネジメントなどが対象に含まれる。ま

た、支援の内容としては新たな交通システムの整備に対

する資金援助の他に、上記の施策を実施する上で必要と

なる技術の移転や行政のキャパシティビルディングなど

多岐にわたる。 

The Center for Clean Air Policy の報告書では、運輸部門



で実施可能なNAMAs を先の 3 つのタイプ別に分けて以

下の通り整理している。 

① Unilateral NAMAs：燃料税の見直し、燃費基準の

導入、スマートグロースなどの土地利用計画など。 

② Supported NAMAs：キャパシティビルディング、

低炭素交通システム計画の設計と実施、混雑税などの政

策、規制策、BRT などの交通インフラの整備など。 

③ Credit-Generating NAMAs：車両効率化や燃料転換

などの政策。 

 

（３） 運輸部門におけるNAMAsの課題 

運輸部門をNAMAsに含んでいる21カ国においても具

体的な実施方法は明確にはされておらず、運輸部門に限

っても、以下のような多くの課題が残っている。まず、

支援の仕組みとしては分かりやすいNAMAsであるが、

MRVの原則に基づくためには、結局、運輸部門の場合、

CDMと同様に排出削減量を推計する方法を明確にしな

ければならないという問題がある。加えて、様々なコベ

ネフィットも定量化することになれば、計測方法に関す

るガイドラインが必要となる。次に、削減量等の定量化

を行うためには各種の統計データベースの整備が必要不

可欠となるが、統計が十分に整備されていない開発途上

国では大きな問題となる。さらに、既存のCDMが存続

する場合、Supported NAMAsとの役割分担をどのように

考えるかが課題となる。例えば、BRTなどはCDMとし

て既に実施されているが、Supported NAMAsとしても有

力な候補として挙げられており、混乱が生じる可能性が

ある。逆に、Credit-Generating NAMAsとの役割分担は

明確であるが、大きな削減は期待できない。 

 

４．その他の支援制度 

 

開発途上国における低炭素交通システムを実現する取

り組みの中で、アセアン事務局を支援するプロジェクト

として我が国の国土交通省が支援している運輸部門にお

ける環境行動計画の策定やG8運輸環境エネルギー大臣

会合で進められているMEET（Ministerial Conference on 

Global  Environment and Energy in Transport）における取

組等がある。何れも、低炭素交通システムを実現するた

めの方法として資金メカニズムの検討などが念頭に置か

れているが、主眼は短中期で実施可能な事業を選定する

ことにある。また、その前提として統計データベースの

整備も取り上げられている。これらの取り組みはアセア

ン諸国や他の開発途上国がNAMAsを策定する上で、大

きな役割を果たす可能性もあり、今後の検討が期待され

るところである。 

 この他に、持続可能で環境にやさしい交通システムの

実現を目指している EST（Environmental Sustainable 

Transport）の取り組みは、主に沿道大気汚染物質が対象

であるが、実施する事業としては殆ど重複するので、対

象事業の選定においては連携を図るべきである。 

表－4  NAMAsにより運輸部門で実施可能な取り組み 

 

 

低い

高い

収益が得られる 削減費用が掛る  
図‐1  NAMAsの下で想定される取り組みの分類1)

 

 

５．おわりに 

 

 本稿では低炭素交通システムを実現する支援制度の現

状と課題を整理し、今後の在り方について検討を行った。 

開発途上国が合意できる制度としては CDM を継続する

一方で、NAMAs を推進することであると考えられるが、 

実施に向けては取り組むべき課題が多く残されている。 
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